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ジャパン・プラットフォーム 

ウクライナ人道危機対応支援プログラム 2024 年度事業評価 GNJP 報告書 要約 

 

1. 概要 

本事業は、ロシアによる軍事侵攻が続くウクライナ北東部のハルキウ州において、戦争

の影響により避難民となった脆弱な人々の生命および尊厳を守ることを目的に実施され

た。実施団体であるグッドネーバーズ・ジャパン（GNJP）は、各裨益者の状況に配慮し

つつ、それぞれの裨益者が抱える問題に迅速かつ細やかに対応した。特に、保護のための

現金給付1（Cash for Protection、以下、C4P）、ケースマネジメント、心理社会的支援とい

う 3 つの要素を一貫したプロテクション・モデルとして統合し、各要素が互いに補完し合

う形で体制を構築した点は、体系的な支援の好例の一つとして評価できる。この体系的な

アプローチは、裨益者の当面の物資的ニーズを満たすだけでなく、家や愛する人、生計手

段を失った人々の尊厳、自己決定権および心理的回な回復に寄与するものとなった。 

本事業は、計画時に設定した事業目標の達成度を測る多くの指標について、計画時の目

標を上回り、資源の効果的な活用により、2,000 人以上の裨益者に支援を提供することが

できた。裨益者や提携団体からのフィードバックによると、本事業を通じ心理社会的支援

セッションやケースマネジメント支援による強い正の効果についての意見が確認され、短

期間の支援であっても人々の生活、幸福、および精神的な回復力を大幅に向上させたこと

が明らかになった。 

主な成果は、以下のとおり。 

 

⚫ 高齢者、国内避難民、障害者、ひとり親世帯、および危機的状況にある家族を含む、

2,000 人以上に支援を提供した。 

⚫ 心理社会的支援の専門家の評価によれば、裨益者の 70%以上で不安感、抑うつ、およ

び社会的孤立のレベルが低下した。 

⚫ 現金給付およびケースマネジメントによる基本的なリソースへのアクセスと心理社会

的支援により、対処法指標スコア（rCSI）2が平均 20%減少した。 

⚫ NGO、地域社会、社会サービス、および医療機関のセクター間の協力により、事業

全体の有効性が向上した。 

 
1 ケースワーカーと現金給付担当者によるアセスメントとケース認定会議により、各裨益者のプロテクシ

ョンニーズ（身体・心理的脅威、子どもの保護ニーズ、移動の自由の制限、情報や基本的サービスへのアク

セス制限、暴力や搾取、GBV、住宅や土地へのアクセス制限等）と、それを軽減するために必要な現金使

途と金額を決定して給付する。 
2 普段消費する食糧を例に、裨益者がストレス要因への否定的反応・対処として、例えば食べ物を減らす

など妥協した度合いをスコア化したもので、現金給付支援をする機関・団体によって一般的にポストモニ

タリング調査の中で広く使用されている指標。 
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⚫ 本事業はハルキウ市およびハルキウ州の 28 の自治体で実施され、広範な地域をカバ

ーした。 

⚫ 本事業は目標としていた成果に加え、戦争の影響を最も受けた人々に希望と社会的一

体感を取り戻させ、再び将来を考える力を回復させた支援として評価できる。 

 

2. 評価事業の概要 

ジャパン・プラットフォーム（JPF）は、緊急人道支援を行う日本の NGO を支援する

中間支援組織であり、本評価は JPF 加盟団体である GNJP がウクライナで実施した個別事

業の成果を検証し、今後の対ウクライナ支援事業に資する教訓を抽出することを目的とし

ている。ウクライナではロシアによる侵攻が始まった 2022 年以来、ウクライナ国内外に

おいて 1,000 万人以上が避難を余儀なくされている。評価対象となった本事業は、2024 年

11 月から 2025 年 7 月までの期間に、ロシアからの攻撃の影響を最も受けている地域のひ

とつであるハルキウ州において実施され、事業費は、民間資金を含め約 3,226 万円であっ

た。主な活動は、脆弱層への現金給付、社会サービスへのアクセスを確保するケースマネ

ジメント、および心理社会的支援の 3 本柱で構成された。なお、本事業はウクライナへの

日本人の入国制限を踏まえ、GNJP は日本およびウクライナに隣接するルーマニアからの

遠隔で事業運営を行い、現地での活動は現地提携団体との連携により実施した。 

 

3. 調査手法 

本評価調査は 2025 年 4 月から 10 月にかけ、定量的データ（配布後モニタリングや

rCSI スコア等）と、スタッフおよび裨益者への聞き取り調査を通じた質的データを組み合

わせて実施された。聞き取り調査には、GNJP、GN ルーマニア、現地提携団体の代表者、

外部パートナー、および裨益者などを対象としたインタビューおよびアンケート調査が含

まれている。 

 

4. 評価結果（OECD-DAC 6 項目） 

OECD-DAC 基準は、人道および開発支援事業を評価するための包括的でバランスの取

れた枠組みである。本事業では、各評価基準は、「非常に高い、高い、中程度、低い、非

常に低い」の５段階のスケールで評価を行った。 

 

4.1 妥当性（Relevance）：非常に高い 

本事業は、政府や他のドナーの支援が届きにくい状況に置かれた人々の緊急ニーズに的

確に焦点を当てていた。書類の不備や銀行口座へのアクセス欠如等により公的支援から漏

れていた高齢者や障害者、国内避難民などの社会的に脆弱な立場に置かれた裨益者に対

し、支援を実施することができた点は極めて重要である。また、現金給付にとどまらず、
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心理社会的支援を組み込んだことで、長期的な戦争に起因するストレス下にある人々の社

会的孤立や燃え尽き症候群の抑制に貢献しており、現地の文脈において高い妥当性を示し

た。 

4.2 一貫性（Coherence）：高い 

本事業は地域の支援ネットワークに深く統合されていた。国連高等弁務官事務所

（UNHCR）がリードするプロテクション・クラスターを通じて他の支援団体や地方自治

体と緊密に調整を行い、支援の重複を回避しつつ、相互補完的な環境を構築していた。ま

た、ウクライナの社会保護政策にも整合しており、現地の既存構造を代替するのではな

く、強化する形で実施されていた。 

4.3 有効性（Effectiveness）：高い 

攻撃の激化による期間延長という困難な条件下においても、すべての計画活動が完遂さ

れた。裨益者によるケースマネジメントの満足度は 100%に達し、精神的健康調査票

（GHQ-12）においても統計的に有意な改善が見られた。高品質なウクライナ語の心理社

会的支援を目的とした教材の開発・配布は裨益者の感情処理を効果的に助け、他国でも再

現可能なモデルとして評価される。スタッフの多くが自身も被災者であることから、裨益

者と深い共感を持って迅速に対応したことが高い有効性にも繋がっていた。 

4.4 効率性（Efficiency）：高い 

当初の目標を大幅に上回るパフォーマンスを効率的に達成した。現金給付人数は目標比

160%（385 名）、心理社会的支援の活動参加者数は目標比 289%（1,447 名）に達してお

り、極めて効率的に事業が実施されたと評価する。他団体が 50 ページに及ぶ登録のため

の様式を使用する中で、事務負担を最小化するために様式を簡素化し、スタッフが裨益者

への直接支援に充てる時間を最大化した工夫も特筆に値する。 

4.5 インパクト（Impact）：強い 

金銭的救済を超え、尊厳の回復という深い変容をもたらした。負傷により働く力を失っ

た男性が再び動き出す意欲を得た事例や、オンライン学習用のタブレット購入支援が障害

のある子どもを含む生徒たちの教育への希望を繋いだ事例など、多面的な成果が確認され

た。また、rCSI の 20%減少という数値は、コミュニティの回復力と自立心の向上を裏付

けている。 

4.6 持続可能性（Sustainability）：中程度 

心理社会的支援セッションを通じて裨益者間で自発的に生まれた「互助組織」は、外部

支援なしでも相互に支え合う体制の芽生えを示しており、持続的な社会的効果を生んでい

る。また、現地機関との協力を通じて蓄積された危機対応のノウハウは、今後の地域資源

として機能し続けるだろう。 
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5. 提言 

5.1  GNJP に対する提言 

⚫ プログラムの継続と拡張：裨益者の自律性を重んじる C4P モデルを継続しつつ、50

代以上の避難民に対する職業訓練や、個人事業の再開を助けるマイクログラントの導

入を組み合わせ、自立への道の強化を検討すべきである。 

⚫ 事務負担のさらなる軽減：領収書管理や報告業務の負担を減らし、遠隔での作業効率

化ための Kobo 等のデジタル収集ツールのさらなる活用や、裨益者の特性を踏まえる

とともに、透明性を担保しつつも簡素化された報告様式の活用をさらに推進すべきで

ある。 

⚫ ドナーの可視化：様々な方法による裨益者へのメッセージの発信により資金源の透明

性を高め、日本との連帯感を醸成することで、信頼関係と持続的なパートナーシップ

を強化することが望ましい。 

 

5.2  JPF に対する提言 

⚫ 長期的な心理社会的支援資金の確保：心理的回復には継続性が必要なため、短期的な

サイクルではなく、12 ヶ月以上の柔軟な予算枠を設けるべきである。 

⚫ スタッフのウェルビーイングへの投資：攻撃下で働くスタッフの燃え尽きや二次的ト

ラウマを防ぐため、予算の最低 5%をスタッフケアに充当ことを制度化すべきであ

る。 

⚫ 革新的なモデルの試行：日常的なケアを必要とする独居高齢者や障害者のための「サ

ポート付き居住モデル」の試行は、人道支援を地域ベースの持続可能なケアインフラ

へと進化させる可能性を持っている。 

 

6. 教訓 

本事業の成功から得られた最大の教訓は、現金給付を単なる「援助」ではなく「エンパ

ワーメント」として捉える視点の重要性である。すべてを失った人々に自ら選択する権利

を確保することは、依存ではなく自尊心の回復を促す。また、現金給付、ケースマネジメ

ント、心理社会的支援の 3 要素の相乗効果は、物資的欠乏と精神的苦痛の両面を解決し、

人道支援の質を飛躍的に高めることが実証された。 

さらに、現場スタッフが裨益者と同じ困難を共有し、共感を持って接することにより、

危機の最中における強固な信頼基盤となった。困難な条件下での柔軟な適応管理（様式の

簡素化やデジタルツールの活用）は、安全リスクが高い地域での継続性を担保する鍵とな

る。日本の支援が共感をエンパワーメントへと転換し、尊厳を伴った人生の再建を支え得

ることを、本事業は明確に示したのである。 


